
費用名目について

法律相談料 面談による相談の対価です。

着手金 着手の際に頂く弁護士報酬です｡結果の成否にかかわらず頂きます。

報酬金
事件処理の結果、依頼者の方の得られた利益に応じて頂く弁護士報酬です。上記着手

金とは別個のものです。

 日当(出張日当) 事件等の処理のために長時間の移動を要する場合などに頂く弁護士拘束の対価です。

手数料
登記、文書作成、任意後見など一定の事件処理を行う際の手数料で、着手金、報酬と

いう料金体系をとらない場合の弁護士費用です。

費用
収入印紙代・郵券代・その他通信費・交通費・コピー代等、事件処理に要する費用で

す。

支払い時期につい

て

相談時。

委任契約を作成したとき(依頼内容に着手する前)。

ただし、債務整理事件等では、依頼者の資力・依頼者の経済的更生への影響などを考

慮して分割払いなどにも応じます。

報酬金

委任契約を作成したとき(依頼内容に着手する前)。

交通費、コピー代、印紙代、通信費、など事件処理に必要な費用をそこから支払い、

不足の場合は、費用発生時に不足分を請求させて頂きます。事件終了時に余剰が生じ

た場合、最終費用を清算の上お返しいたします。

以下の項目は、すべて税抜きです。

（１） 相談料

法律相談料 ３０分まで５０００円

３０分を超える場合は１５分まで延長するごとに２５００円

（２）　一般民事訴訟事件

(※事件内容により、３０％の割合で下記金額を増減額することがあります。)

着手金 事件の経済的利益の額が

０～3００万円未満の場合 １０％　但し最低10万円

３００万円～３０００万円の場合 ５％＋１５万円

３０００万円～の場合 ３％＋７５万円

(※経済的利益を算定しがたいときは、経済的利益の額は４００万円とします。)

報酬金 事件の経済的利益の額が

０～３００万円の場合 １６％

３００万円～3000万円の場合 １０％＋１８万円

３０００万円～の場合 ６％＋150万円

(※経済的利益を算定しがたいときは、経済的利益の額は４００万円とします。)

費用 最低３万円（印紙代、切手など裁判所に納める費用は別途算定します。）

（３） 示談交渉事件、民事調停事件、労働審判事件

(※事件内容により、３０％の割合で下記金額を増減額することがあります。)

着手金 （２）の規定により算定された額の３分の２（但し、最低10万円）

報酬金 （２）の規定により算定された額の３分の２

費用 最低２万円（おおむね（２）の規定よりも少額となります。）

（４） 離婚事件、養育費請求事件、面会交流事件など

着手金 ２０万円～３０万円

報酬金 ２０万円～３０万円

着手金 ２０万円～４０万円

報酬金 ２０万円～４０万円

着手金 ２０万円～４０万円

報酬金 ２０万円～５０万円

費用

離婚及び離婚に関

係する調停（家事

審判含む）

 法律相談料

着手金

一定の利益が得られたとき、又は、事件等の処理(依頼内容)が終了したとき。

４ 費用

協議離婚

離婚訴訟

最低３万円（印紙代、切手など裁判所に納める費用は別途算定します。）



着手金 ２０万円～３０万円

報酬金 ２０万円～３０万円

（４） 相続に関連する事件など

(a)定型の場合 １０万円～２０万円

(b)非定型の場合 ３０万円～

※公正証書にする場合 ３万円を加算

公証役場に納める費用 別途

手数料

3万円～

戸籍・附票取り寄せが10通を超

えた場合　5通ごとに1万円追加

実費
戸籍取り寄せにかかる通信費、

手数料

手数料　相続放棄の申述申立
1人5万円～、2人目から4万円

但し複雑な事例は別途加算

債権者に対する連絡を含む場合 1万円

実費
戸籍取り寄せ費用1通につき〇

円、実費●円

着手金

最低２0万円～、遺産の金額に応

じて算定し、算定基準は民事訴

訟事件と同様

報酬金 一般民事訴訟事件の3分の2

着手金

最低３0万円～、遺産の金額に応

じて算定し、算定基準は民事訴

訟事件と同様

報酬金 一般民事訴訟事件と同じ

着手金 ２０万円～４０万円

報酬金 ２０万円～５０万円

費用

（５） 個人(非事業者)の債務整理(自己破産・任意整理・個人再生)

(※同一債権者でも別支店の場合で，別々に交渉が必要の場合には別債権者として扱うことがあります。）

１ 自己破産 着手金 (a)債権者５社以下 ２５万円

(b)債権者６社以上 ３０万円

ただし、債務総額が１０００万

円を超える場合は債権者数にか

かわらず４０万円

報酬金 過払金の返還を受けたとき

(a)交渉によるとき 返還を受けた

過払金の２０％相当額

(b)訴訟によるとき 返還を受けた

過払金の２５％相当額

実費1債権者につき3000円
時効援用通知

(※財産分与・慰謝料等の財産給付を伴う場合には、上記金額に実質的な経済的利益の額を基準として、「２ 一般民事事件」により算定した

着手金及び報酬金を加算します。)

・離婚調停に養育費、面会交流なども対象となっている場合は、着手金について5万円～20万円の範囲で加算します。

・協議離婚、調停、審判から移行する場合は、追加部分として2分の1から3分の2の範囲で加算します。（例協議離婚が成立せず、調停に移

行した場合20万円＋（20～30万円）の2分の1など）

 家事審判（成年後

見申立てなど）

人事訴訟

 遺言書作成

最低３万円（印紙代、切手など裁判所に納める費用は別途算定します。）（成年後見等申立の場合は予納金１０万円が必

要になることがあります。その場合は費用を１３万円いただきます。）

手数料1債権者につき（ただし、その後は債権者1人追加につき2万円）

相続放棄

相続人調査

遺産分割協議

遺産分割調停



費用
下記の費用が最低限必要となり

ます。

(a)同時廃止事案の場合　４万円

（裁判所への予納金 １万０２９

０円を含む）

(b)管財事案の場合　２６万円

（裁判所への予納金　最低２２

万円を含む。予納金の額によっ

ては、追加でいただくことがあ

ります。）

２任意整理 着手金 債権者１社 ５万円

以降債権者が1社増えるごとに3

万円

報酬金
(a)債権者主張の元金請求を免れ

たとき

債権者主張の元金と和解金額と

の差額の１０％

(b)過払金の返還を受けたとき

交渉によるとき 返還を受けた過

払金の２０％

訴訟によるとき 返還を受けた過

払金の２５％

費用 ２万円

※解決後の分割弁済金送金手数

料

１債権者に１回振込毎に１００

０円(振込手数料込)

３個人再生 着手金
(a)住宅資金特別条項を利用しな

い場合 ４０万円

(b)住宅資金特別条項を利用する

場合 ４５万円

報酬金 事案により５～２０万円

※過払金の返還を受けたときに

は任意整理の報酬基準に準じて

報酬を頂きます。

費用 ５万円程度

※解決後の分割弁済金送金手数

料

１債権者に１回振込毎に１００

０円(振込手数料込)

（６）　刑事事件

(※裁判員対象事件の場合は、「重大事件」の欄を適用します。）

着手金 自白事件 ２０万円～４０万円

否認事件及び重大事件 ３０万円～

報酬金 不起訴
(a)通常の場合 ２０万円

～４０万円

(b)否認事件・重大事件

の場合 ３０万円～

２公判弁護 着手金 自白事件 ２０万円～４０万円

否認事件及び重大事件 ３０万円～

公判前整理手続事件
上記金額に１０万円を

加算します。

期日間整理手続事件

報酬金 無罪 ５０万円～

刑の執行猶予

(a)通常の場合 ２０万円～４０万円

(b)重大事件の場合 ３０万円～

３万円～

費用

（７）　その他の弁護士報酬

１ 法律関係調査 ５万円～２０万円

１捜査弁護



２ 内容証明郵便作

成
（弁護士名なし）３万円

（弁護士名あり）５万円～７万円

3 契約書作成 ５万円～、但し経済的利益が算定できる場合は利益の１％を加算する。

　　(※公正証書にする場合はさらに３万円を加算します。

　　　公証役場に納める費用は別途実費をお預かりします。)

4 離婚協議書作成 ７万円～１５万円

　　(※公正証書にする場合はさらに３万円を加算します。

　　　公証役場に納める費用は別途実費をお預かりします。)

5 本人名義の訴状

等の書類作成
８万円～１５万円

費用 実際にかかる実費相当


